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研究要旨 

 

【目的】本研究は、放射線診療が国民の健康に大きな利益をもたらしつつ、ますます高

度化・複雑化して運用にあたって従来以上の措置を必要としている現状に対応して、新

規および既存の放射線診療を適正に実施するための放射線防護のうえの基準や指針を

明確に示すことを 2019 年度において目的とする。【方法】国際動向や国内医療実態に関

するデータの収集によって、新しい放射線診療の国内導入に必要な法令上の措置や安全

管理基準を検討するとともに、既存の放射線診療において必要な課題にも取り組み、そ

の過程で最新の国際的な指針や基準とのハーモナイゼーションを図った。さらに関連学

会と連携して医療法施行規則改正による医療被ばくの管理に対応した医療従事者の研

修プログラムを検討した。【結果および考察】行政機関に相談される事例を中心とした

放射線診療の国内実態、放射線治療における線量計の校正、IVR における従事者の水晶

体線量の低減、アスタチン-211 を用いた分化型甲状腺がん治療の退出基準、アスタチ

ン-211 標識 MABG 療法における安全管理、放射線診療従事者等に対する研修プログラム

の作成、などの課題について基準・指針を作成した。【結論】放射線診療における放射

線防護は、患者の医療被ばくと、放射線診療従事者の職業被ばく、国民の公衆被ばくを

包括して検討され、国際的な指針とのハーモナイゼーションを図りつつ、法令や通知お
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よび関連学会のガイドラインなどによって具体的に規定され実施されている。医療にお

ける放射線防護の標準化と個別化は車の両輪であり、個々の患者に適切な放射線診療を

提供するためには、標準化の枠組みを構築することが不可欠である。放射線診療従事者

への研修の提供も重要である。 

 

 

A.研究目的 

 

 本研究は、放射線診療が国民の健康に大きな利益をもたらしつつ、ますます高度化・

複雑化して運用にあたっては従来以上の措置を必要としている現状に対応して、新規お

よび既存の放射線診療を適正に実施するための放射線防護の基準や指針を明確に示す

ことを目的とする。 

 放射線診療の進歩は目覚ましく、新たに導入される放射性医薬品・放射線診療機器に

ついて安全かつ有効に使用するための基準や指針が不可欠であり、さらに既存の放射線

診療についても医療環境の変遷に対応して新しい基準や指針が必要とされる場合があ

る。また 2019 年 3 月に公布され 2020 年 4月に施行される診療用放射線に係る安全管理

体制についての医療法施行規則改正によって、医療被ばくの管理体制が示されたことは

時代を画する出来事であった。法令改正に沿った要件を確実に実施へ導くには、放射線

診療従事者に対して明快で実行しやすい研修プログラムを提供することが重要な鍵と

なる。 

 国際動向に目を向けると、医療における放射線防護について、基準や指針が国際放射

線防護委員会（ICRP）、国際原子力機関（IAEA）等の国際機関によって示されており、

最近では ICRP Pub 135（2017、診断参考レベル DRLs）、同 139（2018、IVR 従事者被ば

く）、IAEA SSG46（2018、医療全般）などが代表的なものである。このような国際的な

基準や指針を精査して国内制度のそれらへのハーモナイゼーションを図ることが重要

である。 

 本研究代表者は ICRP 第 3 専門委員会委員を 2017 年から務め、また国内の DRLs 2015

の設定では医療被ばく研究情報ネットワーク（J-RIME）診断参考レベルワーキンググル

ープ主査、現在は J-RIME 代表を務めており医療における放射線防護の確立に実績を持

っている。本研究に先立つ厚労科学研究費補助金研究では、RI 内用療法の退出基準、エ

ックス線診療室の漏えい線量の算定評価法、放射線診療室でのエックス線装置の同時曝

射、可搬型 PET 装置の MRI 室での使用、前立腺癌のヨウ素-125 密封小線源療法の退出

基準などについて検討し、放射線診療の有効で安全な運用のための基準や指針を示して
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きた。 

 本研究では 2019 年度において、アスタチン-211 を用いた RI 内用療法や粒子線治療

施設での位置決め用 X 線 CT 装置の利用などの新しい手法において安全管理基準の作成

が求められ、さらに X 線 CT 装置の遮蔽評価法や放射線治療における精度管理、IVR に

おける術者の水晶体被ばくの低減など既存の手法についても安全管理基準の作成が求

められている。医療法施行規則の改正に対応して関連学会の協力を得て放射線診療従事

者に向けた研修プログラムの概要を作成することも喫緊の課題である。このような点か

ら本研究は放射線防護の国際動向に対応し国内の実態に即した基準や指針を作成する

独創性の高く意義の大きな研究であると考えられる。また新たな水晶体等価線量限度を

法令へ取り入れるため、実務レベルでの検討を進める必要があり、特に水晶体等価線量

の高さが懸念される X線透視を用いた治療手技の従事者について、水晶体等価線量を低

減する手段について基礎的データの集積が望まれている。 

 このように、国内における医療現場において法令の適用が課題となっているさまざま

の放射線診療について、最新の国際基準にも対応し、国内の実態にも合った合理的な放

射線防護のあり方を考察し、放射線診療の進歩や医療環境の変化に対応した基準を策定

するための検討を行う。 

 本研究では、このようなさまざまな項目を含む研究目的を達成するため、以下のよう

に分担して課題に取り組んだ。 

 

細野 眞研究代表者 

1 アスタチン化ナトリウム注射液（211At-NaAt）を用いた分化型甲状腺がん治療におけ

る退出基準に関する検討 

 

山口一郎研究分担者 

2 医療放射線防護の国内実態に関する研究 

 

高橋健夫研究分担者 

3 放射線治療における放射線防護に関する研究 

 

赤羽正章研究分担者 

4 放射線診断・IVR における放射線防護の基準策定 
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東 達也研究分担者 

5 アスタチン-211(211At)標識 MABG 療法：転移性悪性褐色細胞腫に対する新規核医学治

療(RI 内用療法)における安全管理に関する研究（退出基準の作成） 

 

松原孝祐研究分担者 

6 放射線診療従事者等に対する研修プログラムの作成 

 

 分担課題ごとの目的を以下に示す。 

 

細野 眞研究代表者 

A-1 アスタチン化ナトリウム注射液（211At-NaAt）を用いた分化型甲状腺がん治療にお

ける退出基準に関する検討 

 アスタチン-211（211At）を用いた新たな核医学治療によって、難治性甲状腺分化がん

に対するアンメット・メディカル・ニーズを解消するためには、患者・医療機関の両者

にとって負担の少ない外来通院治療が実現できることの検証が必要である。本研究では、

α線核医学治療薬 211At-NaAt による分化型甲状腺がん患者を対象とした第Ⅰ/Ⅱ相医師

主導型治験の開始に向けて、退出基準に関する検討を行う。 

 

山口一郎研究分担者 

A-2 医療放射線防護の国内実態に関する研究 

 医療放射線防護の国内における実態を踏まえ、医療現場において法令の適用が課題と

なっている放射線診療行為について、最新の国際基準にも対応した合理的な放射線防護

のあり方を提案し、放射線診療の進歩や医療環境の変化に対応した規制整備に資する。 

 

高橋健夫研究分担者 

A-3 放射線治療における放射線防護に関する研究 

 診療用高エネルギー放射線発生装置について、照射線量の精度の担保が重要であるた

め、少なくとも 1 年に 1度、基準線量計の校正が正しく行われていることが必要である

と考える。また、診療用高エネルギー放射線発生装置の放射線量の計測・調整手順は、

第三者機関により確認されるべきであるが、国内においてその評価体制が存在するにも

関わらず第三者機関の利用は十分に普及していない。この二点について放射線防護の観

点から指針や法令整備の必要性等について関連学会と調整の上、検討を行う。 
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赤羽正章研究分担者 

A-4 放射線診断・IVR における放射線防護の基準策定 

 職業被ばくについて水晶体の等価線量限度が国際的に引き下げられ、我が国でも法令

への取り入れに向けて準備が進んでいる。本研究のこれまでの検討で、X線防護メガネ

の種類により被ばく低減効果が異なること、頭部の方向が防護メガネの効果に影響を与

えること、防護メガネ内面から水晶体にかけての線量分布が不均一となるため線量の実

測値が線量計の位置に影響されること、実臨床における防護メガネの効果はばらつきが

大きいこと、防護グラスと顔面の隙間が大きいと遮蔽効果が低下すること、防護グラス

と顔面の隙間を減らすデザインは遮蔽効果を向上すること、がわかった。実臨床におい

て、防護メガネを着用する際には必ず鼻と口を覆うサージカルマスクも着用するが、防

護メガネの鼻当てはサージカルマスクの上に載せることになる。今年度はサージカルマ

スクが防護メガネの遮蔽効果に与える影響について検討する。 

 

東 達也研究分担者 

A-5 アスタチン-211(211At)標識 MABG 療法：転移性悪性褐色細胞腫に対する新規核医学

治療(RI 内用療法)における安全管理に関する研究（退出基準の作成） 

 悪性褐色細胞腫に対する 211At 標識 MABG を用いた標的アイソトープ治療（Targeted 

Radioisotope Therapy、TRT）の臨床試験が近づく中、それに先立ち、211At 標識 MABG を

投与された患者の医療機関の管理される区域からの退出に関しての退出基準案を策定

しておく必要がある。放射性治療薬を投与された患者の退出に関しての退出基準は、放

射性ヨウ素（131I）等に対する医薬安発第 70 号（平成 10 年 6 月 30 日）があり、介護

者・公衆の積算線量計算を基に基準が策定されてきた。これは α 線核種でも同様に必

要であり、それぞれの核種、それぞれの製剤に対して、安全かつ適切な投与量を検討し、

積算線量計算などを行う必要がある。一方、飛程が一般的に数ミリメートル程度を有す

る β 線核種と異なり、α 線核種では飛程が一般的に数十マイクロメートル程度しかな

い。α 線核種においては、介護者・公衆の積算線量計算に使用される係数等の考え方

は、これまで安全寄りのモデル計算が用いられてきたが、文献、報告書などを再評価し、

より臨床利用を念頭にした計算モデル構築を基にした退出基準の策定を行っていくこ

とが必要である。本研究では、既存のα線核種製剤である塩化ラジウム 223Ra 製剤の退

出基準を参考としながら、211At 標識 MABG の線量評価を行い、これまでの文献、報告書

などを再評価し、実測データを加えて、適切な退出基準の策定を行っていくことを目的

とする。 
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松原孝祐研究分担者 

A-6 放射線診療従事者等に対する研修プログラムの作成  

 医療機関において診療用放射線の利用に係る安全な管理を行っていくために、医療法

施行規則に診療用放射線に係る安全管理体制に関する規定が追加され、2020 年 4 月 1

日より施行される。その中には放射線診療に従事する者に対する診療用放射線の安全利

用のための研修を行うことが規定されている。この研修の実施は放射線診療を受ける者

の被ばく線量の管理を適切に行っていくためには必要不可欠であり、診療用放射線の安

全利用のための指針策定に関するガイドラインも発出されている。しかしながら必ずし

も全ての放射線診療従事者が放射線管理に関する適切な教育を受けているわけではな

く、研修を実施するからにはその有効性を高める必要があり、そのためには多職種の放

射線診療従事者に対応した効果的な研修プログラムを作成する必要がある。そこで本研

究では研修実施のためのプログラムを作成するにあたり、前段階の準備として、情報収

集、学術団体との連携、および研修に含めるべき項目・内容の抽出を実施した。 

 

 

B.研究方法 

 

 本研究では、新しい放射線診療の国内導入に必要な法令上の措置や安全管理基準を検

討するとともに、既存の放射線診療において必要な課題にも取り組み、その過程で最新

の国際的な指針や基準とのハーモナイゼーションを図っている。さらに医療法施行規則

改正による医療被ばくの管理に対応した医療従事者の研修プログラムを作成している。 

 このための研究組織として、国際的な指針の検討については、ICRP 第 3 専門委員会

委員、IAEA の医療放射線防護に関する委員を務めている細野研究代表者が担当した。

放射性医薬品及び放射線診療機器の国内法令について東研究分担者が担当した。山口研

究分担者は医療現場において法令の適用が課題となっている放射線診療について、国際

基準にも対応した合理的な放射線防護のあり方を担当した。放射線治療については高橋

研究分担者が、放射線診断・IVR については赤羽研究分担者が専門家の立場から取り組

んだ。若手として松原研究分担者が参画し、放射線診療従事者への研修プログラムを検

討した。研究組織としては、細野研究代表者が医療被ばく研究情報ネットワーク（J-RIME）

の代表、研究分担者も関連学会の役員を務めており、関係学会、関係団体等の意見が反

映されるように研究組織を作った。 
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 分担課題ごとの研究方法を以下に示す。 

 

細野 眞研究代表者 

B-1 アスタチン化ナトリウム注射液（211At-NaAt）を用いた分化型甲状腺がん治療にお

ける退出基準に関する検討  

 アスタチン化ナトリウム注射液（211At-NaAt）投与後の患者の退出基準に関して、211At

においてはγ線の放出割合が非常に少なく、40%程度の確率で放出されるＸ線は光子の

エネルギーが非常に低いため、投与された患者から放出される放射線による外部被ばく

の寄与は極めて少ない。一方で、211At はα線核種であり、内部被ばくの影響が大きいこ

とから、ここでは主として内部被ばくに関して考察を行う。公衆および介護者の被ばく

線量について、国際放射線防護委員会（ICRP）の勧告及び国際原子力機関（IAEA）の安

全基準である公衆の年間線量限度 1mSv（1000µSv）、介護者の 1 件あたりの線量拘束値 

5mSv（5000µSv）を満たすことを確認する。 

 

山口一郎研究分担者 

B-2 医療放射線防護の国内実態に関する研究 

 行政機関に相談される事例を中心に、医療現場への視察やインタビュー調査により実

態を把握し、国際的な規制動向も踏まえて、合理的な放射線防護のあり方の提案を試み

た。課題として対象としたのは、① 2019 年度に発出された通知のフォローアップとし

ての粒子線治療施設での位置決め用 X線 CT装置の利用、② X線 CT装置の遮蔽評価法、

③ 障害者歯科診療での従事者の放射線曝露状況の把握、④ 自治体による医療機関支援

のあり方、である。 

 

高橋健夫研究分担者 

B-3 放射線治療における放射線防護に関する研究 

 基準線量計の校正、ならびに外部放射線治療装置の第三者機関による線量校正の実態

について調査を行い、放射線治療の精度管理に必要な法制化の具体的検討と、それに伴

う医療機関等への実際に起こりうる影響について検討を行う。検討する項目は以下の 3

点である。 

①電離箱線量計と電位計の校正の実態 

②医療機関における外部放射線治療装置の第三者機関による線量校正の実施状況 

③法制化の対象範囲と医療機関への影響 
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赤羽正章研究分担者 

B-4 放射線診断・IVR における放射線防護の基準策定  

 防護メガネは東レ・メディカル社の従来型のパノラマシールド HF-350、およびテンプル

の角度調節機能を有するHF-380を用いた。頭部人体ファントムに線量計を配置した状態で、

右大腿動脈経由の体幹部透視手技を模して、術者から見て X 線管や患者ファントムは左側

に位置するよう配置した。透視時の術者医師の立ち位置にアクリルの台を設置、身長 165cm

相当の位置に頭部人体ファントムを配置し、頸部プロテクタを装着、ファントムの方向はモ

ニター正面を向いた状態とした。サージカルマスクを着用する場合は、テープで頭部ファン

トムに固定した。患者を模したファントムとして、血管撮影装置の寝台に JIS 水ファントム

（楕円）を置いた。線量の測定にはガラス線量計を用い、取り付け位置は、左眼球表面、防

護メガネのグラス左側面の内外、グラス左下部の内外、頸部中央、頸部左、の 7 箇所。防護

メガネ無しの状態と、防護メガネを取り付けた状態とを比較することで、防護メガネの遮蔽

効果を測定した。遮蔽効果は、1-(メガネあり線量/メガネ無し線量)として計算した。照射

条件は、シーメンス社 Artis Q TA、C アーム位置 頭側、線源検出器間距離 110cm、照射野

サイズ 42cm、患者ファントムの中心を撮像範囲中心に設定、ベッドの高さ アイソセンター

から X線管側へ 15cm（患者照射基準点）、管電圧 81kV、管電流 143mA、1パルスの曝射時間 

3.4ms、毎秒 30フレーム、付加フィルタ無し、焦点サイズ Large、1回 20 秒の撮影 空気カ

ーマ値の計算値 42mGy、撮影回数 10 回。 

 

東 達也研究分担者 

B-5 アスタチン-211(211At)標識 MABG 療法：転移性悪性褐色細胞腫に対する新規核医学

治療(RI 内用療法)における安全管理に関する研究（退出基準の作成） 

 211At 標識 MABG 投与後の患者の退出基準に関するシナリオ考察として、211At におい

ては α 壊変および EC 壊変により 2 種類の子孫核種へ壊変することが知られ、211Po は

半減期 0.516 s で安定核種である 207Pb へ壊変するため 211At の動態と同じであると考え

られて、半減期の関係から放射平衡となるため被ばく影響の評価が必要となるが、211Po

から放出されるＸ線やγ 線はエネルギーが低く放出割合も少ない。207Bi は半減期 31.6 

y の長半減期核種であるため影響は無視できる。そのため、ここでは内部被ばくの影響

のみ考察した。 

 

松原孝祐研究分担者 

B-6 放射線診療従事者等に対する研修プログラムの作成  

学術大会・研究会・セミナーでの講演および情報収集として、医療施設における研修
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の準備状況について調査するために、松原研究分担者が全国各地で実施された学術大

会・研究会・セミナー等に参加し、医療法施行規則の改正に関する内容の講演を行うと

ともに参加者からの情報収集を行った。また放射線技術学に関する研究発表、知識の交

換ならびに関連団体との連絡提携として、学術の進歩発展に寄与することを目的とした

学術団体である日本放射線技術学会との間で医療法施行規則の改正に伴う職員研修の

ための教材作成に協力体制を構築するための協議を行った。研修に含むべき項目・内容

の抽出として、医療法施行規則に追加された診療用放射線に係る安全管理体制に関する

通知では、①患者の医療被ばくの基本的な考え方に関する事項、②放射線診療の正当化

に関する事項、③患者の医療被ばくの防護の最適化に関する事項、④放射線の過剰被ば

くその他の放射線診療に関する事例発生時の対応等に関する事項、⑤患者への情報提供

に関する事項の 5 項目を含む研修を行うことが要求されている。そこでこれら 5 項目の

研修について含むべき項目・内容の抽出を行った。 

 

 

C.研究結果および考察 

 

 分担課題ごとの研究結果および考察を以下に示す。 

 

細野 眞研究代表者 

C-1 アスタチン化ナトリウム注射液（211At-NaAt）を用いた分化型甲状腺がん治療にお

ける退出基準に関する検討  

 公衆一人あたりの 1 年間における 211At 摂取量（1 日 2 リットルの飲料水を飲用する

と仮定）は、0.0026[Bq/リットル]×2[リットル/日]×365[日/年] = 1.9[Bq/年]であり、

1 年間の内部被ばく線量は、1.9[Bq/年]×1.1×10-5[mSv/Bq] = 0.02[µSv/年]となる。

また、介護者の被ばく線量は、アスタチンはヨウ素と同族元素であり、化学的な性質が

近いことから、厚生省医薬安全局安全対策課 事務連絡（平成 10 年 6 月 30 日）におけ

る「退出基準算定に関する資料」の「ヨウ素-131 投与患者から介護者が受ける線量の

評価」を参照して評価したところ、1 件につき 350MBq を患者に投与したとして、介護

者の吸入摂取による内部被ばくは 0.0547×350=19.15[µSv]となり、これに公衆の経口

摂取による内部被ばくを加えて、介護者の内部被ばくは合計で 19.15+0.02=19.2[µSv]

となる。 
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山口一郎研究分担者 

C-2 医療放射線防護の国内実態に関する研究 

１．粒子線治療施設での位置決め用 X線 CT 装置の利用における安全の確保 

(1) 現場からの要望に基づき検討会資料に反映され（第８回医療放射線の適正管理

に関する検討会の資料 2）、医政発 0315 第４号「病院又は診療所における診療

用放射線の取扱いについて」の第４「管理義務に関する事項」の「（３）エック

ス線装置を特別の理由により移動して使用することについて」で措置されたが、

現場はさらに先行していた。 

(2) これまでに得られた結果は、医療機関で想定される使い方に関して、機器の放

射線損傷に関しても安全が確保されうると考えられる。 

(3) この結果が一般化できるかどうかの検証を進めるために、迷路内の放射線量に

関して実測値との比較も行いたい。 

(4) 放射線による装置の影響は、これまでもパルス状の放射線照射や二次的に発生

した中性子によるものが観測されており、本研究成果は、医療機器の健全性確

保の観点からも有益であると考えられる。 

２．高性能化に対応した X線 CT 装置の遮蔽評価法の開発 

(1) 2014 年に X 線装置の遮蔽計算（米国 NCRP Report 147 が取り入れられた）も含

めて改正通知が発出されたが、散乱係数への懸念のために X 線 CT 装置部分は

先送りされていた。このため、日本放射線技術学会とも連携し、実測に基づき

再評価した散乱係数を適用し、DLP 法を用いたマニュアルを 2019 年 1 月に公

表した。このマニュアルは日本画像医療システム工業会で作成し 2019 年 4 月

に公表されたX線診療室のしゃへい計算マニュアルとも調和が取れたものとな

っているが、壁の透過割合に関して、装置の高性能化に対応した安全評価が必

要だと考えられる。そこで遮蔽壁の透過割合を安全側で評価しつつ、より合理

的な評価が行えるような方策を提案する必要があると考えられる。 

(2) ガントリ透過後の X 線は高度に硬化し、透過度が増していた。ただし、ガント

リを透過する割合が小さく、ガントリ方向でもガントリ透過 X 線の寄与は限定

的だと考えられたが、ガントリの構造の多様性を考慮すると現行通知の想定を

超えることも想定すべきであり、NCRP のリポートで提示している透過割合デー

タを用いることが適切ではないかと考えられた。 

(3) 一次ビームへの付加フィルタが厚みを増すことによる散乱線の壁の透過割合

影響は限定的であると考えられた。 
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３．障害者歯科診療での従事者の放射線曝露状況の把握 

(1) これまで歯科放射線診療では、歯科口腔外科の IVR を除き線量限度を超えるこ

とが想定されてこなかったが、障害者歯科診療施設では、歯科医師の手指の等

価線量限度を超える可能性があることが明らかになった。 

(ア) また、手指のモニタリングの課題も浮き彫りとなり、防護法だけでなく

線量測定法の工夫が必要であると考えられた。現在、利用できるリング

タイプの線量計素子はサイズなどが限られているが、シート状の素子を

用いるなどして、放射線管理を改善できる可能性がある。 

(2) 介助時の従事者の局所被ばくは、歯科医療だけでなく、他の分野でも生じてい

る可能性がある。局所の線量が高くなると考えられる場合には、局所の線量評

価を行い、評価された線量が高い従事者には質を保った健康モニタリングを行

う必要があると考えられる。 

(3) また、歯科領域では、歯科用ハンドヘルドエックス線装置がより普及しつつあ

る。一昨年度の厚労科研でも検討した結果も踏まえ、歯科用ハンドヘルド装置

の放射線防護に関するガイドラインが日本歯科放射線学会から公表されたが、

そのフォローアップも必要であると考えられる。 

(4) 他方、昨年度の医療放射線の適正管理に関する検討会では、日本診療放射線技

師会から室内操作を許容するような要望がなされているが、介助時の従事者の

放射線防護の確保が、室内操作の前提になると考えられる。 

(5) また、昨年度の医療放射線の適正管理に関する検討会では日本画像医療システ

ム工業会から、放射線管理測定の頻度を減らすように要望があった。 

(ア) これまでの測定データ結果からは、測定頻度を減らしても放射線防護上

の問題が生じないと考えられることを提示していたが、管理区域等の漏

えい線量の測定頻度を見直すことは、作業環境管理の観点からは個人線

量測定の意義が相対的に増すことになると考えられる。 

(イ) 作業環境管理において医療分野での個人線量測定での課題が指摘され

ており、放射線管理測定の合理化を図るには、個人線量測定の質の改善

を図ることも必要であると考えられた。 

(ウ) 今後、労働基準監督署と保健所等の連携の強化が求められることから、

本研究成果を現場の放射線管理の質の向上に役立てるようにさらに検

討を進めたい。 

４．自治体による医療機関支援のあり方 

(1) 医療法施行規則が改正され、2020 年度から、医療機関において医療安全の観点
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からの放射線安全対策の実施が求められることになった。この対策では診療用

放射線の利用に係る安全管理のための責任者の配置や診療用放射線の安全利

用のための指針の策定が各医療機関に求められ、その指針に基づき患者が受け

る線量を記録することやその最適化が求められることになる。これらの取り組

みの方向性は既に各医療機関で取り組まれているものであるが、規制に基づく

現場での組織的な取り組みとして、どの職種が責任者となり、それぞれの職種

がどのように役割を果たすかなどが課題となっていた。この課題の解決には、

現場でのコミュニケーションの充実も必要だと考えられることから、今後、現

場での医療放射線安全に関するコミュニケーションの促進を図る必要がある

と考えられた。 

 

高橋健夫研究分担者 

C-3 放射線治療における放射線防護に関する研究 

 線量計校正については、公益財団法人医用原子力技術研究振興財団の治療用線量計校

正事業による線量校正施設数（2 年間）、放射線治療装置導入施設数に対する線量計校

正施設数割合（2 年間）の集計結果によると、2017 年 10 月 1 日現在の放射線治療実施

施設数は 852 施設であり、線量計校正を実施している施設は平成 28 年度で 723 施設、

平成 29 年度で 724 施設であり、各年度について 85％の施設が線量計の校正を行ってい

る。平成 28 年度及び平成 29 年度に線量計の校正が行われた施設は、822 施設で、96％

の施設が少なくとも 2年に一度の校正を行っている。また第三者機関による出力線量評

価については、2019 年に日本放射線腫瘍学会から「放射線治療における第三者機関に

よる出力線量評価に関するガイドライン 2019」が公表され、その中で「放射線治療実施

医療機関は、自施設放射線治療装置の線量精度を担保する責任があり、3年に 1 回以上

の頻度で第三者出力線量評価認定機関による出力線量評価を実施しなければならない。

また、放射線治療実施医療機関は、第三者出力線量評価認定機関による出力線量評価の

結果が許容範囲外の場合、原因を究明し対処する責任がある。」とされている。今後第

三者機関による出力線量測定評価を実施する施設が増加することが期待される。 

 

赤羽正章研究分担者 

C-4 放射線診断・IVR における放射線防護の基準策定 

マスクのあり・なしによる防護メガネの遮蔽効果は下記の通りであった。 
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HF-350 HF-380 角度 0 HF-380 角度 1 HF-380 角度 2 

マスクあり 27% 24% 56% 62% 

マスクなし 30% 30% 65% 68% 

（HF-380：角度 0-直線状態、角度 1-1 段階曲げた状態、角度 2-2 段階曲げた状態） 

 

東 達也研究分担者 

C-5 アスタチン-211(211At)標識 MABG 療法：転移性悪性褐色細胞腫に対する新規核医学

治療(RI 内用療法)における安全管理に関する研究（退出基準の作成） 

 公衆の内部被ばく線量評価として、患者に投与した放射能のすべてが河川に流出する

という仮定をおき、評価モデルとして、浄化処理水の利用率の高い淀川水系を採用し検

討したところ、1 年間の内部被ばく線量を計算すると、4.654［Bq/年］× 1.1 × 10-5

［mSv/Bq］× 1,000［µSv/mSv］= 0.05 µSv になる。この値は公衆の年線量限度 1 mSv

を大きく下回る。介護者の被ばく線量については、本研究の分担課題「アスタチン化ナ

トリウム注射液（211At-NaAt）を用いた分化型甲状腺がん治療における退出基準に関す

る検討」に沿って、患者に 540 MBq 投与したとして、0.0547 × 540 = 29.5［µSv］、こ

れに公衆の経口摂取による内部被ばくを加えて、29.5 + 0.05 = 29.55［µSv］となり、

29.55［µSv］は介護者の 1 件あたりの線量拘束値 5 mSv（5000 µSv）を大きく下回る。 

 

松原孝祐研究分担者 

C-6 放射線診療従事者等に対する研修プログラムの作成  

 全国各地で講演活動を行い、参加者からの情報収集を行った結果、特に規模の小さい

診療所等において準備が進んでおらず、研修プログラムの提供が急務であることを確認

した。また、日本放射線技術学会との間で、医療法施行規則の改正に伴う職員研修のた

めの教材作成を本分担研究と協力して行っていくことを確認した。さらに、研修に含む

べき項目・内容の抽出およびリストアップを行った。 

 

 

D.結論 

 

 放射線診療は、さまざまな疾患を持つ人々の役に立つべく、極めて幅広い領域に渡っ

て、多種多様な医療環境において実施されている。新しい放射線診療としては、病態を

精緻に可視化する放射線イメージング手法が個々の患者において的確な診断を提供し、

13



  

先端的なアルファ線放出放射性医薬品によるがん治療の開発が進み、粒子線治療を含め

た高精度の外部放射線治療がいっそうの進化を遂げつつある。また一方で、既存の放射

線診療が、日常的に数多くの医療施設で着々と実施されて医療を支えている。このよう

な新規及び既存の放射線診療が、国内の医療実態に合わせて有効に安全に実施できるよ

うな環境を整備することが重要であり、そのひとつが、放射線防護に関する基準や指針

の策定である。放射線診療における放射線防護は、患者の医療被ばく、放射線診療従事

者の職業被ばく、国民の公衆被ばくを対象とする。放射線防護の要件は、国際的な指針

のもとに明確化されて、国内では法令や通知及び関連学会のガイドラインなどによって

具体的に規定され実施されている。このように医療において放射線防護は標準化の進ん

だ分野であると言える。ところで標準化と個別化は車の両輪であり、個別の患者に適切

な放射線診療を提供するためには、標準化の枠組みが不可欠である。標準化の枠組みを

整えるとともに、それを放射線診療従事者の実践に導くために、研修を通じた啓発も重

要である。このたびの医療法施行規則の改正によって患者の医療被ばくの管理体制が明

示されたことも相まって、研修を質・量とも充実させることが妥当であると考えられた。 

 

 分担課題ごとの結論を以下に示す。 

 

細野 眞研究代表者 

D-1 アスタチン化ナトリウム注射液（211At-NaAt）を用いた分化型甲状腺がん治療にお

ける退出基準に関する検討 

 211At-NaAt 投与直後の患者が診療用放射性同位元素使用室あるいは放射線治療病室な

どから退出した場合においても、国際放射線防護委員会（ICRP）の勧告及び国際原子力

機関（IAEA）の安全基準を満たしており、かつ「放射性医薬品を投与された患者の退出

に関する指針」（平成 10年 6 月 30 日付け医薬安発第 70 号厚生省医薬安全局安全対策課

長通知）における退出基準の考え方を満たすことができると考えられる。このため、

211At-NaAt を投与された患者については、医療法施行規則第 30 条の 15に規定されるよ

うな放射線治療病室への入院を必要としない。 

 

山口一郎研究分担者 

D-2 医療放射線防護の国内実態に関する研究 

１． 粒子線治療施設での位置決め用 X線 CT 装置の利用における安全の確保 

 医療機関で想定されている機器の使用方法で従事者や医療機器の安全は確保され

うると考えられた。 
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２． 高性能化に対応した X線 CT 装置の遮蔽評価法の開発 

 壁の透過割合も含めて NCRP Report 147 の考え方で放射線安全は確保されうると

考えられた。 

３． 障害者歯科診療での従事者の放射線曝露状況の把握 

(1) 直接、介助するスタッフでは手指の等価線量限度を超える可能性がある。 

(2) それ以外のスタッフでは受ける放射線の量は少なくモニタリングの優先度は

高くない。 

４． 自治体による医療機関支援のあり方 

 どの職種が責任者となり、それぞれの職種がどのように役割を果たすかなどが課題

となっており、その課題の解決には、現場でのコミュニケーションの充実が必要で

あるが、そこでの課題となっていたこれまでの放射線診療による積算線量の考え方

を整理した。 

 

高橋健夫研究分担者 

D-3 放射線治療における放射線防護に関する研究 

 放射線防護ならびに医療安全の観点から、線量計の校正を義務化することで、校正未

実施施設の解消が期待され、放射線防護ならびに医療安全の点から見て、わが国におけ

る安全で精度の高い放射線治療の普及に関して均てん化に寄与すると考えられる。 

 

赤羽正章研究分担者 

D-4 放射線診断・IVR における放射線防護の基準策定 

 サージカルマスクを装着することで遮蔽効果が損なわれる傾向が観察された。サージ

カルマスクは、鼻と防護メガネの鼻当てとの間に入り込むので、グラスと顔面との隙間

を増加させることで遮蔽効果を損ねている可能性が懸念される。防護メガネは、サージ

カルマスクを装着した状態でもグラスと顔面との隙間を最小限にできるように、設計さ

れるべきである。防護メガネの性能評価においては、サージカルマスクの影響を考慮し、

実際の使用時に近い状態で線量を測定することが望ましいだろう。 

 

東 達也研究分担者 

D-5 アスタチン-211(211At)標識 MABG 療法：転移性悪性褐色細胞腫に対する新規核医学

治療(RI 内用療法)における安全管理に関する研究（退出基準の作成） 

 以上の結果より、国際放射線防護委員会（ICRP）の勧告及び国際原子力機関（IAEA） 

の安全基準を満たしており、かつ「放射性医薬品を投与された患者の退出に関する指針」

15



  

（平成 10 年 6 月 30 日付け医薬安発第 70 号厚生省医薬安全局安全対策課長通知）にお

ける退出基準の考え方を満たすことができると考えられる。このため、211At-MABG を投

与された患者については、医療法施行規則第 30 条の 15 に規定されるような放射線治療

病室への入院を必要としない。 

 

松原孝祐研究分担者 

D-6 放射線診療従事者等に対する研修プログラムの作成 

 特に規模の小さい診療所等に対する研修プログラムの作成は急務であり、本研究の成

果に基づき引き続き研修プログラムの作成を進めていく必要がある。 
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